
改訂の必要性１：『公共施設等総合管理計画の策定等に関する指針』の改訂内容を踏まえた計画見直しの
要請 

総務省の「公共施設等総合管理計画の策定等に関する指針」（令和４年４月１日改訂）において、令和
５年度末までに、脱炭素化の推進方針やこれまで公共施設等総合管理計画に基づいて実施してきた点検・診
断の結果等を反映させて見直しを完了することとされた。 

改訂の必要性２：『湖南市公共施設等総合管理計画』『個別施設計画』の整合性を図る 
「湖南市公共施設等総合管理計画」は平成28年３月、「湖南市公共施設等総合管理計画 個別施設計

画」は令和３年３月（令和４年９月、令和５年３月に改訂）に策定しており、両計画の関係を踏まえた再整
理が必要であるとともに、現状や関連計画との整合が図れるよう改訂が必要となっている。 

改訂のポイント：『湖南市公共施設等総合管理計画』『個別施設計画』の整合性を図る 
①「公共施設等総合管理計画の策定等に関する指針」の改訂内容を踏まえ、総合管理計画を見直すとともに、

個別の施設に関する事項については可能な限り個別施設計画への記載や内容の整理等、両計画の整合性
を図った。

②「公共施設等総合管理計画」「個別施設計画」の対象については令和５年４月１日現在の保有施設（倉
庫等については、10㎡以上）とし、棟や延床面積等についても再確認を行った。

●現計画 対象施設数140施設（377棟）  ●改訂後 対象施設数136施設（471棟）
対象延床面積206,669.3㎡ 対象延床面積200,947.03㎡ 

③「公共施設等総合管理計画」の施設の方向性等や将来費用の算定については、「個別施設計画」との整合
性を図るとともに、令和４年度までの費用や改修状況等については、実績の数値を採用した。
将来費用の算定については、現計画の算定方法に則しながらも、市場価格との整合性を図るため、公的機
関等から公表されている資料を基に決定した単価を用いて算定を行った。インフラ施設も最新に更新した。

④数値目標の設定については、「個別施設計画」の計画内容を反映するとともに、現計画の考え方に則しながら
設定を行った。

⑤今後、「個別施設計画」の各施設情報を更新しやすくするため、施設毎の個票を作成して取りまとめることとし
た。また、建物の方向性については「統廃合」や「複合化」により廃止となる施設については、「統廃合（廃
止）」や「複合化（廃止）」等へ変更するとともに、可能な限り【施設の状況・今後の取り組等】欄には可能な
限り具体的な記述を行った。

⑥両計画を「個別施設計画」の計画期間である令和12年度に見直すこととし、令和１３年度からは第２次計
画の計画期間とする。（予定）

●「公共施設等総合管理計画」 平成28年度～計画期間30年（平成28年3月策定、令和6年３月改訂）
●「個別施設計画」 令和３年度～令和12年度（令和３年３月策定、令和６年3月改訂）

公共施設等総合管理計画および個別施設計画の改訂について 
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資料１



●本市の現状と課題 
※湖南市公共施設等総合管理計画より抜粋 

 
※本市の将来推計人口については、少子高齢化が進行していくとともに、令和２年から令和32年

までの30年間で総人口が約８0％まで減少すると見込まれています。 
 

 
※平成24年度から令和3年度までの10年間における社会保障制度の一環として支払われる扶助

費は年々増加しており、10年間で約２倍まで増加しています。 
 

 
 

建設後30年以上
が経過している老朽
化した公共施設の
延床面積の割合は
全体の約63.3％を
占めており、今後老
朽化による大規模
修繕や更新が必要
となると予測され
る。 
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●更新費用の再算定（耐用年数満了時に建て替えを想定） 
※建築着工統計Ｒ４公表データ（最新版のない単価はデフレータ処理により最新値を算出） 
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(Ｗ)
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現計画 改訂計画 W SRC RC S CB O W SRC RC S CB O

居住専用住宅 居住専用住宅 18.7 22.4 21 13.1 16.2 9.3 20.4 29.3 25.5 28.1 6.5 8.4

他に分類されな
い

建築物

他に分類されない
建築物

16.3 37.6 35.2 13.4 18.3 12.7 19.5 35.9 98.1 24.1 30.1 13.5

農林水産業用
建築物

11.9 16.9 33.0 18.5 20.4 9.1

卸売業，小売業用
建築物

20.2 68.0 26.0 16.8 15.5 6.7

教育，学習支援業用
建築物

38.7 65.1 47.5 28.5 10.8 7.5

医療，福祉用
建築物

27.8 52.8 46.8 32.6 27.9 8.0

その他のサービス業
用

建築物
35.6 71.3 62.4 24.1 28.7 9.1

公務用
建築物

33.3 13.0 43.8 25.2 11.0 11.0

17.2 11.3

現計画

建設工事単価　万円/㎡

公務・文教用
建築物

建築着工統計調査
における用途

改訂計画

17.6 31.2 26.8 16.5

公共施設等将来費用 

公共施設の将来費用 インフラ施設の将来費用 
※試算ソフトを活用し更新 

●修繕費用 
 

・耐用年数を確保するためには、計画的な修繕が
必要となる 

・経常修繕費及び大規模修繕費を「建築物のライ
フサイクルコスト」(国土交通省大臣官房長官
監修)に基づいて設定する 

■経常修繕費用 
・経年による設備の劣化や建物躯体の損傷に対し

て、経常的に実施する修繕に係る費用 
■大規模修繕費用 
・経年により設備や建物躯体に著しい損傷が生じた

場合、大規模な工事等により修繕を実施するた
めに必要となる費用 

●更新費用 
 
■更新単価 
□建設工事単価 
・建築着工統計(国土交通省) より構造・用途別

の平均工事単価を建設工事単価として適用 
□解体費 
・構造形式に関わらず解体費を一律に考慮 

■耐用年数 
・「建築物の耐久計画に関する考え」((社)日本建

築学会)に基づいた耐用年数を設定 
※耐用年数については大きく変更はないものと
して、費用に準拠 

 

更新費用 
 

■単価設定 
□道路の単価設定 
・道路統計年報(全国道路利用者会議)、土木

工事積算基準単価を活用 
・一般道路、自転車歩行者道でそれぞれ算定 
□橋梁・上水道・下水道の単価設定 
・公共施設等更新費用試算ソフトに準拠 
■耐用年数 
・公共施設等更新費用試算ソフトに準拠 

※耐用年数については大きく変更はないものと
して、ソフトに準拠 

 
 

公共施設等総合管理計画改訂における将来費用等の 
再算定および目標設定について 

更新費用の単価が約1.8倍に 

※解体費用を含めた費用 

※建設着工統計の用途区分の変更に合わせ細分化 

 
計画の改訂に伴い、 

将来費用の再算定を行う 
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●修繕費用の再算定（経常修繕費用・大規模修繕費用） 
※建築物のライフサイクルコストより算定 
現計画（一部抜粋） 

 
 
改訂後（一部抜粋）                            ※平成31年度ライフサイクルコストからデフレータにより算出 

 
                              （円／㎡） 

経過年 26～30 現状 改訂後 差額 
経常修繕 8,688 5,623 ▲3,065 

大規模修繕 45,476 75,662 30,186 
合計 54,164 81,285 27,121 

 

 
修繕費用の単価が約1.5倍に 
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●公共施設の将来費用の算定（更新費、経常修繕費、大規模修繕費） 
※必要な修繕が行えていない場合は、積み残し修繕として先送りになる。 

 
Ｈ27～Ｒ4年度実績費用（一財、起債、その他費用含む 

 

※年間あたり 現計画 改訂後 差額 
更新等に必要な将来費用(Ａ) 
（将来かかる費用） ①２３億２,０００万円 ③３４億５,０００万円 １１億 3,０００万円 

現状の投資的経費(Ｂ) 
（将来かけられる費用） 

②１２億８,０００万円 
※Ｈ21～Ｈ25 年度の平均額 

④１０億４,０００万円 
※Ｈ27～Ｒ４年度実績の平均額 

▲２億４,０００万円 

年間当たりの不足額 (Ａ)-(Ｂ) １０億４,０００万円 ２４億１,０００万円 １３億 7,０００万円 

※現在ある施設の全てを維持しようとすると年間約24億1,000万円の費用が不足すると
考えられます。 
 
 
 

 

 
 ※年間額の積み上げでのイメージであるため、計画期間全体の合計数値と誤差があります。 

実績額 
 

 

 

③ 
① 
② ④ 

40年間 33年間 

現計画 改訂後 

 改訂後の３３年間では 
約795億円不足する 
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●基本目標の検討および計画数値目標の設定 
不足額の検証では、改訂後計画の今後33年間で現状投資的経費の10億4,000万円を差し引いても年あたり

24億1,000万円の費用が不足します。この不足額を解消するため、現在の公共施設の保有量を持続可能な水
準まで縮減していくため「総量削減（施設の延床面積削減）による将来費用の縮減」の目標値を増やし、また「事
業手法の適正化等による事業運営コストの削減」に加え遊休資産売却等による収入増の２本の柱で目標設定を
見直します。 

 

削減目標 現計画（40 年） 改訂後（33 年） 差額 

将来費用の不足額 428 億円 
（将来費用の約 46.0％分） 

795 億円 
（将来費用の約 70.0％分） 

367 億円 

 
延床面積総量削減 281 億円 

（約 30.0％） 
501 億円 

（約 44.1％） 
220 億円 

事業手法の適正化 
（遊休地売却等含） 

147 億円 
（約 16.0％） 

294 億円 
（約 25.9％） 

147 億円 

延床削減床面積 73,000 ㎡ 
（全体の 35.7％分） 

106,000 ㎡ 
（全体の 52.8％分） 

33,000 ㎡ 
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